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報道関係者各位 

株式会社ゲオホールディングス 

  

 株式会社ゲオホールディングス（本社：愛知県名古屋市中区、代表取締役社長：遠藤結蔵）の子会社、

株式会社ゲオ（本社：愛知県名古屋市中区、代表取締役社長：吉川恭史）は、関西大学大学院会計研究科

（会計専門職大学院）の宮本勝浩教授協力のもと、スマートフォンの画面割れによって生じる経済損失を

試算した結果、総額『1,382億1,250万円』となったことを発表します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 スマートフォンの普及は年々進んでおり、総務省が発表した平成 28 年通信利用動向調査では、世帯あ

たりのスマートフォンの普及率は71.8％となっています。現在、多くの人が所有しているスマートフォン

でよくあるトラブルが、落下などによる「画面割れ」です。2016年4月11日に楽天モバイルより発表さ

れた「画面が割れている携帯電話、通称“割れスマホ”に関する調査」によると、約3人に1人がスマー

トフォンの画面を割った経験があります。スマートフォンの画面を割ってしまうことで、破損前と比較し

て大幅に価値・買取価格が下落し、本来、世の中に生まれるはずだったお金が失われます。 

 

 ゲオは、中古スマートフォンの買取・販売事業に注力しており、スマートフォンを大切に扱うことの重

要性の訴求や、中古スマートフォン市場の活性化を目的に、このたび、「スマートフォンの画面割れがもた

らす経済損失」を試算しました。 

 試算にあたり、関西大学大学院会計研究科（会計専門職大学院）の宮本勝浩教授に協力を仰ぎ、『1,382

億1,250万円』という結果（※1）を算出しました。 

 

NEWS RELEASE NEWS RELEASE 

画面を割ると経済に影響を与える！？ 

ゲオがスマホと経済の意外な関係性を算出！ 

“スマホの画面割れ”がもたらす経済損失額は 

『1,382億 1,250万円』 
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 上記から、「スマートフォンの画面割れがもたらす経済損失」は非常に大きく、割れていなければ平均買

取価格が約 1 万円のところが、割れてしまうと数百円の価値になりかねません（※2）。さらに、買取価格

が大幅に下がることで、スマートフォン所有者の売却意欲も下がり、中古携帯市場に流通しにくくなる可

能性があります。スマートフォンを大切に扱うことで、買い替え時に高く売却できるだけでなく、中古携

帯市場にも中古スマートフォンが流通し、消費者・市場の双方にメリットをもたらします。 

 

※1：国民が所有する画面の割れたスマートフォンの台数  ×（中古スマートフォン平均買取価格 - 画面の割れたスマートフ

ォンの買取価格）によって試算。 

※2：ゲオ保有の買取価格データより算出 

 

 万が一破損してしまった際、すぐに機種変更をしない場合は、修理が必要になります。ゲオでは、より

気軽にスマートフォンを修理いただけるように下記のキャンペーンを実施します。 

 

■iPhone修理価格改定、および、夏休みキャンペーンについて 

 

ゲオは、ゲオショップ・ゲオモバイル合計 33店舗で iPhone格安修理事業を行っています。2017年 7

月 21日より修理価格の改定を行い、最大で 13,000円の値下げを実施しました。さらに、8月 31日まで

は、修理予約をネット経由ですることで、値下げ後の価格から、さらに1,000円の割引をします。詳しい

情報は、下記よりご覧ください。 

 

●iPhone格安修理事前ネット予約URL 

https://rp.geo-mobile.jp/ 

 

【関西大学大学院会計研究科（会計専門職大学院）宮本勝浩教授について】 

＜プロフィール＞ 

・氏 名 ：宮本 勝浩（みやもと・かつひろ） 

・生年月日： 昭和20年1月12日 （72歳） 

・現 職 ：関西大学 大学院会計研究科 教授 

＜過去5年間の宮本教授による試算結果＞ 

・2011年 「上野動物園のパンダ リーリーとシンシンの経済波及効果」、「東京ディズニーシー開園10周

年の経済波及効果」などを発表 

・2012年 「金環日食の経済波及効果」、「第24回なにわ淀川花火大会の経済効果」などを発表 

・2013 年 「あべのハルカス グランドオープンの経済波及効果」「『街コン』の経済波及効果」、「理系の

女性研究者が増加した時の経済波及効果」、「東北楽天ゴールデンイーグルス優勝の経済波及効果」などを

発表 

・2014年 「田中将大投手のヤンキース入団の経済波及効果」、「大阪道頓堀のグリコの新電光看板の経済

波及効果」、「夏の甲子園全国高校野球の経済波及効果」などを発表 

・2015 年 「紀の国わかやま国体・紀の国わかやま大会の経済効果」、「又吉直樹氏の『火花』の経済効

果」などを発表 

・2016 年 「ネコノミクスの経済効果」、「ＳＭＡＰ解散で失われる経済効果」、「広島東洋カープ優勝の

経済効果」などを発表 

・2017年 「2017年第89回春の選抜高等学校野球大会の経済効果、「稀勢の里の横綱昇進による経済効

果」などを発表 


